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要旨：本研究では，鉄骨コンクリート構造における柱脚の設計法に着目し，鉄骨コンクリート柱と鉄筋コン

クリート基礎梁を接合するアンカーボルトあるいは鉄筋を十字形鉄骨の内部のみに配した露出型柱脚につい

て，復元力特性の評価方法を提案した。提案したモデルは，十字形鉄骨の内部にコンクリートが充填されて

いることで，アンカーボルトあるいは鉄筋が圧縮力に抵抗することを考慮したものであり，実験との比較を

行って提案モデルは概ね妥当であることを示した。 
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1. はじめに 

 鉄骨とコンクリートを組み合わせた合成構造として，

鉄骨コンクリート（SC）構造の開発が進められている。

この構造の柱部材は，図-1に示すようにかぶりコンクリ

ートを有しておらず，柱上下端の鉄骨が補強鋼板によっ

て閉断面となっていることに特徴があり，従来型の鉄骨

鉄筋コンクリート（SRC）構造やコンクリート充填鋼管

（CFT）構造と同等の構造特性を有していることが実験

で確認され，終局耐力の評価方法が提案されている 1)。 

 さらに，著者らは SC 構造における柱脚の設計に着目

し，図-2に示すように柱と基礎梁をアンカーボルトある

いは鉄筋（以後，アンカーボルトと鉄筋を総称して柱脚

接合筋と呼ぶ）を用いて接合する露出型柱脚の構造特性

を明らかにするための実験を行って，終局曲げ耐力は累

加強度に基づく方法によって妥当に評価できることを確

認した 2),3)。なお，既報で用いた試験体では，柱脚接合

筋は鉄骨フランジの内側のみに配置されているが，この

場合，フランジの内側に充填されたコンクリートの存在

によって，柱脚接合筋は圧縮力を負担できることが確認

され，アンカーボルトがベースプレートに先行して降伏

する鋼構造露出型柱脚に見られるようなスリップ形の復

元力特性が改善されることが明らかとなった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-1 柱            図-2 露出型柱脚 

本論では，柱脚接合筋が柱鉄骨の内側のみに配されて

いる SC 構造露出型柱脚を対象とした復元力特性の評価

方法を提案し，既報 2),3)の実験および本論で新たに行っ

た実験と提案式による計算値を比較して検証する。 

 

2. 復元力特性モデル 

アンカーボルトがベースプレートに先行して降伏す

る鋼構造露出型柱脚の復元力特性の評価方法 4),5)を参考

にして，柱脚接合筋がベースプレートに先行して降伏す

るSC構造露出型柱脚の復元力特性の評価式を構築する。

ただし，SC 構造露出型柱脚では，柱脚接合筋が圧縮力に

抵抗することで，鋼構造露出型柱脚に見られる除荷およ

び再載荷時の荷重変形関係におけるスリップ性状が改善

されることを考慮できるモデルとする。また，柱脚接合

筋に鉄筋を用いた場合，柱側への定着長さが短いと鉄筋

が引張力を受けて降伏する前に付着割裂破壊を生じるこ

とがあるが 3)，提案するモデルでは，鉄筋の付着割裂破

壊に対して鉄筋の降伏が先行することを条件とし，さら

に，柱脚接合筋の降伏に対して，基礎梁コンクリートの

コーン状破壊等が先行しないことを条件とする。 

柱脚接合筋にアンカーボルトを用いた場合を例とし

て SC 構造露出型柱脚の抵抗機構を図-3 に示す。柱脚接

合筋は圧縮力を負担せず，また，柱断面の内側に配置さ

れることで図-3(a)に示されるように曲げ圧縮側の柱脚

接合筋も引張抵抗することを考慮すると，柱脚に作用す

る曲げモーメント M と回転角θBの関係は，アンカーボル

トの伸び縮みによって図-4(a)の点線で示される履歴挙

動を示し，さらに，ベースプレートやベースプレート下

部コンクリートの付加弾性変形（図-4(b)参照）を考慮す

ると，図-4(a)の実線で示される 0→19 の履歴挙動を示す

ことが知られている 4),5)。図-3(b)に示されるように柱脚

接合筋が圧縮力に抵抗する場合も 0→1→2→3→4→19 の
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骨格線は同様に評価できると考えられる。図-4(a)の実線

における各特性点の曲げモーメントを以下に示す。 

Mn = N (dc-dt) (1) 
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Mu = jMu＋cMu  (3) 

ここに，Mnはベースプレートと基礎梁が部分離間する時

の曲げモーメントで，N は軸力(圧縮を正とする)，dc は

曲げ引張側柱脚接合筋からコンクリート部分の圧縮合力

点位置までの距離である。Myは曲げ引張側柱脚接合筋が

引張降伏する時の曲げモーメントで，σy，At および dtは

柱脚接合筋の降伏応力度，断面積(曲げ引張側あるいは曲

げ圧縮側の片側のみ)および柱断面図心からの距離であ

る。Muは柱脚接合筋の終局曲げモーメント jMuとベース

プレート下部コンクリートの終局曲げモーメント cMu を

一般化累加して求める柱脚の終局曲げモーメント 3)である。 

なお，鋼構造のように比較的低圧縮軸力下で設計が行

なわれる場合は，圧縮合力点位置が圧縮側フランジ外縁

にあるとすれば，Mn，Myを妥当に評価できることが知ら

れているが 5),6)，本論で対象とする試験体 2),3)ではベー

スプレートが厚く，張り出し長さも短く，弾性変形が極

めて微小となるような形状であるため，軸力のない場合

の圧縮合力点位置は図-3(a)に示されるように圧縮側ベ

ースプレート外縁にあるとする。ただし，SC 構造では

CFT 構造と同様に高圧縮軸力を受ける場合を想定して，

軸力を受ける場合は，圧縮合力点位置が柱図心側に移動

することを考慮できる下式を用いて評価する。 

dc =
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ty
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+
+

・
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  (ただし，dc＞0，N＞0) (4) 

 (4)式は高圧縮軸力を受ける鋼構造露出型柱脚に対し

て誘導された dcの算定式 5）を基にしており，曲げ圧縮側

の柱脚接合筋の影響を考慮していないが，中立軸が曲げ

圧縮側の柱脚接合筋の近傍にある場合は曲げ圧縮側の柱

脚接合筋の負担軸力は小さく，コンクリートの圧縮合力

点位置に与える影響は小さいと考えられる。また，中立

軸が曲げ引張側の柱脚接合筋の近傍となるような高圧縮

軸力下でも，コンクリート部分の負担圧縮軸力に対して

柱脚接合筋の負担圧縮軸力は小さく，コンクリートの圧

縮合力点位置に与える影響は小さいと考えられるため，

dc の算定では曲げ圧縮側の柱脚接合筋の影響は無視した。 

M-θB 関係の骨格線の計算に必要な剛性 KA，KB および

KCの評価は，文献 5）に示される評価式を基にして，アン

カーボルトの初期張力による影響を無視し，曲げ圧縮側

の柱脚接合筋が引張あるいは圧縮抵抗する場合があるこ

とを考慮した下式を用いる。 
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(a) 柱脚回転角(圧縮力の負担なし) 4),5)   (b) 付加変形 

jT および jC：柱脚接合筋の引張力および圧縮力 

cC：コンクリート部分の圧縮合力 
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(a) N＝0           (b) N＞0 
図-3 抵抗機構 

(c) 柱脚回転角(圧縮力の負担あり) 

図-4 復元力特性モデル 
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ここに，R はベースプレートやベースプレート下部コン

クリートの付加弾性変形に起因する弾性回転剛性補正係

数，E および el は引張力を受ける柱脚接合筋のヤング係

数および有効定着長さである。 

 el に関しては，柱脚接合筋の種類および付着の有無に

応じて材軸方向のひずみ度分布を図-5 に示すようにモ

デル化する。なお，柱脚接合筋に鉄筋を用いる柱脚に関

しては，RC 基礎梁内への鉄筋の定着について，コンク

リートとの付着を絶縁する場合と絶縁しない場合のそれ

ぞれを想定している。 

柱脚接合筋に鉄筋を用いる柱脚に関しては，コンクリ

ートに埋込まれた鉄筋が引抜き力を受ける場合，鉄筋径

の 25 倍程度まではほぼ図-5(b),(c)に示されるようなひ

ずみ度分布を示すことが報告されているため 7)，コンク

リートとの付着を有している鉄筋部分の ctl と cbl に関し

ては頭打ちを設けて下式を用いて評価する。 

アンカーボルト(アンボンド)の場合 

el = cbl (10) 

鉄筋(アンボンド)の場合 

el = 
2
1

ctl +cbl     (ctl≦25rd)  (11) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

鉄筋(ボンド)の場合 

el = 
2
1

ctl +
2
1

cbl    (ctl≦25rd, cbl≦25rd) (12) 

ここに，cbl は基礎梁側への柱脚接合筋の定着長さ，ctl は

柱側への鉄筋の定着長さ，rd は鉄筋の直径である。 

除荷および再載荷に関しては，作用する曲げモーメン

トが-My≦M≦Myの弾性域であれば，図-4(c)の 0→10 の

弾性挙動を示すものとする。それ以後，塑性化して 10→

12 の履歴を辿った後に曲げモーメントが反転する場合，

柱脚接合筋が圧縮力を負担することでスリップ性状が改

善されることを考慮して，直前の反サイクルが弾性域に

ある場合は 12→19 の履歴を辿るものとする。さらに，再

び曲げモーメントが反転して，直前の反サイクルまでに

塑性域に達していれば 19→27 の履歴を辿るものとする。

なお，14→15 および 21→22 を指向する際の 6’点および

2’点に関しては，0-6’と 5-6，0-2’と 1-2 がそれぞれ

同じ長さと勾配を有するとして定まるものとする。 

 

3. 実験概要 

 提案した SC 構造露出型柱脚の復元力特性の評価方法

の妥当性は実験との比較を行って検証する。本章では， 
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(a) アンカーボルト(アンボンド)            (b) 鉄筋(アンボンド)           (c) 鉄筋(ボンド) 

図-6 試験体形状 
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図-5 柱脚接合筋の有効定着長さ 
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対象とする既報 2),3)で行った実験の概要および本論にお

いて新たに行った実験について述べる。 

3.1 既往の実験 2),3) 

 試験体の形状を図-6に示す。試験体は片持ち柱型の形

状であり，図-7に示されるように試験体の頂部にピンを

設けて載荷装置と接続し，ピン位置に鉛直荷重 N（=軸力）

と水平力Hを作用させることで柱脚に軸力Nと曲げモー

メント M を与えている。実験変数は軸力の大きさ，柱脚

接合筋の種類（アンカーボルトあるいは鉄筋）および鉄 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-7 加力位置と変位計測（単位：mm） 

 

表-1 試験体計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

UA00C        UA08C          UA22C 

写真-1 最終破壊状況 

 

 

 

 

図-8 載荷履歴 

 

筋の基礎梁内での付着の有無として計画されており，写

真-1 に示されるようにベースプレートより上部部分の

柱の破壊に対して柱脚の破壊が先行した 9体（表-1参照）

を解析対象として選定した。 

対象とする試験体は，各試験体とも柱鉄骨に 2H-300

×150×6.5×9 の充腹型 H 形鋼による十字形鉄骨が用い

られており，柱および基礎梁コンクリートの設計基準強

度 Fc は 30N/mm2 で，ベースプレート下面と基礎梁上面

の間に 30mm のグラウト幅が設けられ無収縮モルタルが

充填されている。また，柱脚接合筋の下端には定着板が

設けられ，基礎梁への定着長さ cbl は 480mm となってい

る。ベースプレートは曲げ降伏しない厚さ（36mm）で

あり，補強鋼板（厚さ 6mm）は十字形鉄骨に隅肉溶接さ

れている。各材料強度は既報 2),3)に示されている。 

変位の計測は図-7 に示されるように変位計を取付け，

これらの測定値に基づく幾何学的な関係より柱頭ピン中

心とベースプレート中心の水平変位 (δuc，δuB)，軸方向

変位(δvc，δvB)および回転角(θBc，θB)が算定されている。 

 載荷は所定の軸力を導入後，試験体頂部のピンの位置

に正負繰り返しの漸増水平載荷が行われている。載荷履

歴は試験体頂部ピン位置での水平方向の変位制御によっ

て，柱部材角 Rc(柱頭ピン位置の水平変位δuc/せん断スパ

ン l)=±0.5%rad. で正負繰り返し載荷が 2回行われた後，

直前の振幅に対して±0.5%rad. Rc を漸増させる正負繰り

返し載荷がRc=±5.0%rad.まで 2 回ずつ繰り返されている。

載荷履歴を図-8に示す。 

3.2 追加の実験 

 提案する復元力特性モデルでは，骨格曲線は明確な抵

抗機構に基づいてモデル化しているものの，除荷および

再載荷部分については，各特性点と抵抗機構の関係を明

確にしていないため，種々の載荷履歴に対して妥当に対

応するか不明である。そこで，既報 2),3)で行った実験に

加えて，載荷履歴を変数とした新たな実験を計画した。 

試験体は図-6(a)に示されるアンカーボルトを用いた

露出型柱脚と同一形状の試験体を 3 体製作し，載荷履歴

と軸力の有無を変数とした。試験体計画を表-2，載荷履

歴を図-9 に示す。載荷履歴 E は負側の振幅を

θB=-0.25%rad.で一定とし，正側方向へはθB=5.0%rad.まで

漸増載荷した。載荷履歴 P はθB=±1.0%rad.まで正負両方

向対象に漸増載荷後，負側の振幅をθB=-1.0%rad.で一定と

し，正側方向へはθB=5.0% rad.まで漸増載荷を行った。既 

注) Ncu=cNcu+jNcu，Ntu=jNtu 

ここに，cNcuはコンクリート部分の圧縮耐力，jNcuと jNtuは柱脚

接合筋の圧縮耐力と引張耐力（ただし，アンカーボルトの jNcu

は 0）であり，各材料強度に基づいて計算された値である。 

鉄筋
アンカー
ボルト

付着
N cu

(kN)

N tu

(kN)
UA00C 0 3280 -501
UA08C 724
UA22C 1887
UR00C 0 3890 -609
UR08C 724
UR22C 1887
BR00C 0 3890 -609
BR08C 724
BR22C 1887

-
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4-D22
SD345
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3918

断面強度

-
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表-2 試験体計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(a) 載荷履歴 E 

 

 

 

(b) 載荷履歴 P 

図-9 載荷履歴 

 

 表-3 コンクリートの材料強度 

 

 

 

 

 

表-4 鋼材の材料強度 

 

 

 

 

 

 

報 2),3)の実験では正負両方向対称に振幅を漸増させてい

るのに対して，本論で新たに行った実験では片側方向に

シフトして振幅を漸増させる載荷履歴とした。試験体に

用いた材料試験結果を表-3，表-4に示す。 

載荷および変位の計測は3.1項と同様の方法によるが，

変位制御は柱脚の回転角θBで行った。 

各試験体の最終破壊状況を写真-2に示す。いずれの試

験体ともベースプレートより上部部分の損傷に対してベ

ースプレート下面部分の損傷が大きく，ひずみゲージよ

りアンカーボルトが降伏していることが確認された。 

 軸力 N と曲げモーメント M の相関関係を図-10に示す。

実線で示される柱脚断面の計算値は既報 2),3)で示した

jMuと cMuを一般化累加した値，点線で示される柱断面の

計算値は鉄骨の終局曲げ耐力 sMu と cMu を一般化累加し

た値である。圧縮軸力下の試験体については，安全側の

評価となっているが，実験値との対応は概ね良好である

ことがわかる。 

 

 

 

 

 

 

 

UA00E          UA18E          UA18P 

写真-2 最終破壊状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図-10 M-N相関関係 

 

4. 復元力特性の計算値と実験値の比較 

 実験値を点線，計算値を実線とした M-θB関係を図-11

に示す。実験値と計算値との比較はθB=±2.5%rad.の範囲

における M-θB関係を示した。初期剛性の評価に関する弾

性回転剛性補正係数 R は，鋼構造接合部設計指針 8)やコ

ンクリート充填鋼管構造設計施工指針 6)では 2.0 とされ

ているが，R はベースプレートやベースプレート下部コ

ンクリートの付加弾性変形に起因するものであるため，

本来は使用材料や形状によって異なる値である。本論で

は，各試験体について，θB=0.25%rad.での実験値と計算

値が一致する値として R を同定すると 1.09～1.97 となり，

平均値は R=1.60 となった。図-11 では全て R=1.60 とし

て計算した値を示した。 

初期剛性の実験値と計算値が一致する R の値に 1.09～

1.97 の幅があるのに対して，図-11 に示した計算値は全

て R=1.60 として算定しているため，初期剛性および除荷

剛性の実験値と計算値に差異を生じている試験体がある。

また，実験で最大耐力以降に耐力低下を生じている試験

体についても実験値と計算値の差異が大きくなっている

試験体がある。耐力低下を生じている実験は，アンカー

ボルト直上の局所的なコンクリートの支圧破壊の進行お

よび鉄筋とコンクリートの付着力の喪失によって，繰返

し載荷時に柱脚接合筋に圧縮力が伝達されにくくなるこ

とが影響していると考えられる。 

R の値の評価と最大耐力以降の耐力低下を生じる場合

について課題が残されるが，大局的には実験値と計算値

の対応は良好である。 

圧縮

(N/mm2)

割裂強度

(N/mm2)

ヤング係数

(N/mm2)
柱 37.7 2.97 29437

基礎梁 33.8 3.24 34298
無収縮モルタル 74.3 5.03 29900
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伸び(%)

鉄骨フランジ 292 426 26.9
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アンカーボルト 352 548 26.8
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5. まとめ 

本研究で得られた成果を以下にまとめる。 

1)  アンカーボルトあるいは鉄筋を十字形鉄骨の内部の

みに配した鉄骨コンクリート構造露出型柱脚の復

元力特性の評価方法を提案した。 

2)  提案した復元力特性の評価方法による計算値と，既

往の研究における実験値および本論において新た

に行った実験値との対応は概ね良好である。 
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図-11 M-θB関係 

(a) アンカーボルト工法(アンボンド) 
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